
　市では、在宅の高齢者や障害者を対象として、地域における自立した生活を支援するため、
自宅に緊急通報装置を設置し、家庭内の緊急事態などに迅速に対応できる体制を整備する、
「地域見守り体制整備事業」を実施しています。

※固定型、携帯型利用には、
電話回線が必要となります。

設置対象者 

 市内に居住し、身体上慢性疾患など日常生活に不安があり次のいずれかに該当する人 

  ①６５歳以上の高齢者単身世帯の人 

  ②６５歳以上の高齢者のみの世帯で、世帯全員が要援護状態※にある人 

  ③ひとり暮らしの重度障害者 

  ※身体上慢性疾患等により不安があり日常生活の上で注意を要する状態をいいます。 

利用料  440円 ／月 （住民税非課税世帯に属する者、ひとり暮らしの重度障害者は免除） 


